
 

2022年 2月 8 日(火)、公明党鈴鹿市議団として、「新型コロナウイルス感染急拡大に

伴う要望書」を、末松則子市長に手渡しました。 

 

 
 

   

新型コロナウイルス感染急拡大に伴う要望書 

 
 

新型コロナウイルスは、新たな変異株「オミクロン株」の猛威により、家庭内感染など

を中心に急速に拡大しています。それに伴って自宅待機や自宅療養、小中学校・保育園の

休校休園など、社会生活上の影響が市民に及んでおります。 

新型コロナによる危機が日常化する中で、「さまざまな困難や不安を抱えた人たち」に

寄り添い、必要な支援を「誰も置き去りにすることなく」届けることが、行政の重要な役

割であります。 

第６波を乗り越え、ウィズコロナ（コロナウイルスと共存する）社会の実現に向けた鍵

を握る、３回目のワクチン接種の実施、飲み薬の提供を混乱なく行うための対応を、迅速

かつ適切に実行する必要があります。 

市民の生命と健康、暮らしを守り安全安心を届けるため、下記の事項を要望します。 

 



 

記 
 

 

１．オミクロン株に関する正確な情報を提供し、家庭内感染予防への具体的な対策を周知

啓発すること。 

２．感染拡大防止のためエッセンシャルワーカーを優先して３回目接種を実施すること。 

３．３回目のワクチン接種について、集団接種会場の選定と予約方法を工夫するなど混乱

なく実施すること。 

また、その情報を市民に分かりやすく伝えること。 

４．５歳～１１歳のワクチン接種の開始に際し、正しい情報の周知に努めるとともに、き

め細やかな相談体制を構築すること。 

５．自宅療養の方が安心して療養できるよう、相談支援体制の充実を図ること。 

６．接種会場までの移動手段が困難な方に、福祉タクシーなどを利用する際のタクシー料

金助成を検討すること。 

７．本市の「無症状者」を対象とした無料検査を実施するにあたり、検査キットの不足が

懸念されるが、充分検査が受けられるよう検査キットの確保に努めること。 

８．中和抗体薬や飲み薬の使用促進と、提供可能な医療機関を明示すること。 

９．市内の中小・小規模事業者や個人事業主などに対して、事業継続サポート給付金の申

請期限再延長など支援策を検討すること。 

また、国の「事業復活支援金」申請の周知に努めること。 

10．離婚や家庭内暴力による別居などを理由に「子育て世帯への臨時特別給付金」を受け

取れていない、子どもの養育者へ速やかに給付すること。 

11．休園等により仕事を休む保護者への「小学校休業等対応助成金・支援金」を、必要な

人に情報が行き届くよう一層の周知徹底に取り組むこと。 

以上 

 
 


